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素行不良社員への
適切な対処法

実務解説

●業務中の私的行為で会社に利益が生じていた場合、懲戒処分の量定をどう検討すべきか
●社有社宅に入居する従業員が騒音トラブルを起こした場合、懲戒処分を科すことは可能か
●パワハラ行為者とされる上司から「逆パワハラ」だと主張された場合、どのように対応すべきか
●管理職を降格させる際に、就業規則の包括的規定に基づいて基本給を減額することは可能か
●深夜労働により終電に間に合わなかった社員が負担したタクシー代や宿泊費を会社が支給する必要はあるか
●契約社員に業務のやり方を教えない等の嫌がらせをしていた社員に対し、退職勧奨をすることは問題か
●採用面接時の説明に反して育児の都合で残業ができなくなった従業員について、試用期間内の解雇は可能か
●ストライキ中の労働組合が組合員に支給する生活補塡費について、会社は支払い手続きに関与しなくてもよいか

相談室Q&A

実務解説

カスタマーハラスメントに
どう対応するか

本誌特別調査

独身寮・社宅管理の
最新実態
（労務行政研究所）

令和8年8月1日以降の雇用保険における基本手当・雇用継続給付等の支給限度額等の見直し内容
労働法令

病院の閉院に伴い希望退職を募った上で行った整理解雇は、
人員削減の必要性、解雇回避努力、人選の合理性、手続きの相当性が認められ有効
（一般財団法人愛生会事件　東京地裁　令 8. 2.19判決）
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